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1. はじめに
1-1　世界が直面する将来社会の課題

人口推計が表すように世界人口は増える一方、日本
では少子高齢化が進み、労働力人口の減少が予想され
ている。世界的には発展途上国の経済発展に伴う環
境・社会問題の解決を世界共通のアジェンダとした
持続可能な開発目標（SDGs）により世界共通目標が
設定され、日本でも SDGs に準じて目指す目標が設
定されている。科学技術・学術政策研究所（NISTEP)
をはじめとして様々な研究機関においても将来の
GDP 予測、エネルギー・食料・水の状況等、種々の
データ分析、有識者へのヒアリング及びグループワー
クを行うことによって予測活動がなされている。特に
最近は不確実な社会情勢や急速な科学技術発展を背
景に、2040～2050 年の未来の社会と重点化すべき
科学技術について考える「ビジョニング」が重要視さ
れており、研究・技術開発の方向性を探るために変化
の可能性を織り込んだ社会ビジョンの検討が必須と

【 概　要 】
　将来社会の課題が月面農場技術によって解決に向かうかもしれない。科学技術・イノベーション政策において、オー
プン・イノベーションによる技術革新が期待されており、社会課題の解決が重要視されている。
　宇宙航空研究開発機構（JAXA）は将来、人類が月面で定住することを想定し、人類の安全かつ持続的な活動を
可能とする月面農場システムの概念検討を開始した。宇宙分野において最先端の農業・バイオ技術を適用して月面
農場を概念検討しようという試みは世界的に見ても新しく、少子高齢に向かう日本の農業を活性化する技術として
も期待されている。現在、JAXA は専門家とともに環境制御技術、無人化技術、リサイクル技術の革新的発展を目
指して調査を実施中であり、その活動結果を報告書として取りまとめようとしている。世界が直面する将来社会の
課題と、日本の課題を、月面農場技術検討の結果を用いて解決することが期待される。現状の地球環境にとらわ
れず、極限環境での食料生産や資源・労働力制約の克服等を想定している。この活動が、近未来農業、省リソース
農業のアイデア創出につながっていくと考えられる。

キーワード：将来社会ビジョン，デルファイ調査，宇宙農業，オープン・イノベーション，民間企業

なっている。そのような状況の中、科学技術予測セン
ターは第 11 回科学技術予測調査の一環で、2017 年
度からビジョニングを実施しており、2018 年度末に
はデルファイ調査と呼ばれる専門家アンケートを実
施予定である。当センターが実施するデルファイ調査
とは将来社会のターゲット年を設定し、技術課題、重
要度、実現年などについて専門家を対象に 2 回のア
ンケート形式で調査する手法である。2015 年に発表
された第 10 回の調査報告によると、農業、食料、自
動化などに関する課題が挙がっている（図表 1）。

1-2　国際宇宙ステーションから月・惑星へ
デルファイ調査（第 10 回）1）の宇宙・地球・海洋・

フロンティア分野を見ると、有人活動拠点構築、宇宙
太陽光発電、宇宙エレベーターの実現など、2030～
40 年代に実現が期待される技術課題が挙げられてい
る（図表 2）。実際、1960 年代から始まった有人宇宙
探査活動は、月以遠の天体へ人類の生存圏・活動領域
を広げる段階にある。他天体に人類の生存圏・活動領

ほらいずん
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図表 1　デルファイ調査（第 10 回）で挙げられた課題と実現時期などの例＊

図表 2　デルファイ調査（第 10 回）で挙げられた宇宙分野の課題例（抜粋）＊

域を拡大することは、新たな宇宙利用産業の創出につ
ながると期待されており、国際的にも月や小惑星の資
源利用についての議論が高まっている。つまり有人宇
宙探査活動は国際宇宙ステーション（International 
Space Station、ISS）のような地球低軌道から月を含
む遠方の天体へ人類の生存圏・活動領域を広げる段
階にある。今後、民間企業を含む多様な組織の研究者
や技術者等が参画し、国際共同・競争により月・火星
探査に向けた活動が進展することが期待されている。

1-3　持続的な食料生産の要素技術
　ISS は 1998 年に最初のモジュールが打ち上げら

れてから国際協力により建設が進められ、人類最大
の建造物として世界平和の象徴となっている。2000
年の常時滞在開始以来、主に 3 人～6 人が滞在する
有人施設として科学実験に利用されている。現状のと
ころ、ISS への生活用品や食料の定期的な補給は欠か
すことができないが、月等の他天体に人類の生存圏を
拡大するためには地球からの補給量を減らすための
技術開発が必要であり、食料生産についての検討が必
須である。これまで地球低軌道で実証されてきた乾燥
食品やレトルト食品様の宇宙食のみに頼ることなく、
持続的な食料生産を可能にする技術的課題を識別し、
解決する必要がある。

＊デルファイ調査検索（http://data.nistep.go.jp/delphi/year/）で農業、食料、再生、再利用、自動化をキーワー
ドとして検索した課題から、宇宙農業と関連深い課題をピックアップしたもの。

＊デルファイ調査検索（http://data.nistep.go.jp/delphi/year/）で当該分野から、冒頭部分の課題
をピックアップしたもの。

http://data.nistep.go.jp/delphi/year/
http://data.nistep.go.jp/delphi/year/
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　持続的な食料生産のためには月・惑星の資源を利
用して、空気、水、資材等を生産し再生する、いわ
ば宇宙での地産地消型技術が必要である。食料とな
る作物を栽培するためには、光及び電気エネルギー
の利用効率を増加させ、面積当たりの収穫量を上げ
ること、物質循環を完結させるための廃棄物処理技
術が重要となる。また宇宙飛行士の貴重な時間を節
約するため、作業の自動化に関する検討も必要であ
る。このように環境制御技術、無人化技術、リサイク
ル技術といった要素技術の革新的発展を目指す意味
で、地球上の将来の社会課題とも類似性があること
が特徴である。

2. 月面農場ワーキンググループ
２-1　宇宙探査イノベーションハブ
　「科学技術イノベーション総合戦略 2014」〜未来
創造に向けたイノベーションの懸け橋〜（平成 26 年
6 月 24 日 閣議決定）の方針が示され、公的研究機
関を中核としたイノベーション創出が国家重点施策
として位置付けられた。これらの政策の動きに対応し
て、JAXA では 2015 年 4 月、宇宙探査イノベーショ
ンハブ（宇宙探査ハブ）と次世代航空イノベーション
ハブを新たな組織として設置し、オープン・イノベー
ション型の研究活動に取り組んでいる。
　宇宙探査ハブでは、研究の初期の段階から地上にお
ける企業の研究開発シーズ／ニーズと JAXA が宇宙
探査で必要とする技術ニーズ／シーズをマッチング
させることで、イノベーションにつなげるような研究

システムの構築を目指している。つまり、宇宙を目指
す技術を、宇宙という特殊環境にだけ適応するのでは
なく、地球上での様々な社会課題を解決するための手
段にも生かすのである。月面農場の概念を図表 3 に
示す。

２-2　JAXA における宇宙農業の歴史と月面農場技
術への企業の関心の高さ
　これまで JAXA においての宇宙農業の検討は、有
人活動の目的地として火星を目指すもので、約 30 年
前に宇宙科学研究所（ISAS、現 JAXA）を中心に行
われ始めた。ISAS 山下雅道教授がリードして「宇宙
農業サロン」活動を中心に塩耐性の高い植物の栽培、
低重力でのミツバチの飛行、カイコなど昆虫を用い
た食事メニューの検討が行われた。また環境科学技
術研究所が 2005～2007 年に閉鎖型生態系実験施
設（CEEF）で居住実験を行った。CEEF ではコメや
ダイズなど 23 種類の植物、シバヤギ 2 頭、ヒト 2 名
から構成される模擬的な生態系で最長 4 週間の居住
実験により心理・生理学的なデータが取得された2）。
JAXA 有人宇宙技術部門ではスペースシャトルや ISS
を使って微小重力環境下で植物の生活環や重力感受
機構を探究する科学実験を継続的に実施している3）。
　一方、2015 年に発足した宇宙探査ハブでは研究課
題の探索において、広く民間企業も含めた技術提供に
よるオープン・イノベーションに期待して研究課題
を募集している。2 回目の募集となった 2016 年の
募集では、地上の植物工場関連の企業・大学から、宇
宙農場や月面農場への応用を目指した提案が多く寄

図表 3　月面農場の概念図

NASA：米国航空宇宙局、ESA：欧州宇宙機関
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せられた。しかし実際に月面でどのような技術が必須
になるのか、その優先順位はどのようなものなのか、
要求の詳細を系統的に説明した技術文書はない。
　そこで、これまでの宇宙農業に関する日本の宇宙機
関の取組と最近の企業の関心の高さに着目し、JAXA
は改めて月面農場の検討を開始することとした。これ
が 2017 年 3 月に立ち上げた月面農場ワーキンググ
ループである。近年特に発展した地上の最先端の植物
工場技術を導入し、今一度月面農場システムを検討す
ることを目的としている。本ワーキンググループの活
動を通じて、月面農場のみならず、地上における植物
工場にイノベーションを起こすような研究活動を展
開していく。
　前述のとおり惑星での宇宙長期滞在を実現するに
は宇宙での地産地消型技術を導入することが必須に
なる。そこでワーキンググループには植物栽培、農業
機械・ロボット、センシング、リサイクル、システム
工学、栄養学などの専門家を集め、必要な技術課題を
整理し、開発要素の具体的な検討を進めている。我が
国の最先端の工業技術と日本発の植物工場技術を融

合し、他国にはないユニークな月面農場を実現するこ
とが期待されている。 

3. 月面農場ワーキンググループの設置
　月面農場ワーキンググループは、月面農場に関心が
高い大学・民間有識者に検討委員として協力を仰ぎ、
専門領域ごとに議論を行うため、環境制御、無人化、
リサイクル、全体システムの 4 つのサブグループを
設置した。検討委員を図表 4 に示す。サブグループ
構成を図表 5 に示す。

4. 月面農場ワーキンググループの検討結果
4-1　検討結果報告書
　本ワーキンググループの検討結果報告書を作成中
であり 2018 年度公開を予定している。

4-2　作物栽培
　日本では、1980 年代に植物工場における農作物生

図表 4　月面農場ワーキンググループ検討委員

＊中野委員は異動のため、2017 年 9 月まで。
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図表 5　月面農場ワーキンググループのサブグループ構成

産システムが開発され、レタスなどの葉菜類の商業栽
培が開始された。最近は水耕法でイネ、ダイズなどを
栽培する技術も開発されている。このような植物工場
技術を用いれば、穀類、マメ類、イモ類、種実類、果
菜類、葉菜類、低木果樹などの食用作物を生産できる
ことが分かっている。
　月面で栽培する作物の検討において、候補作物につ
いて図表 6 に紹介する。基本的に 8 種の作物を栽培
できる栽培システムを目指すこととした。理想的な食
事メニュー、豊かな食生活のためにはこれら 8 種に
限らず、多様な作物を栽培することが好ましいことが
分かっているため、将来的にはこの作物種の栽培を可
能にする技術の組合せにより、他の作物種についても
栽培可能となると考えられる。また動物の飼育につい
ても将来的には検討する必要があることが認識され
ているが今回の範囲には含まない。また菜食のみでは
不足となる微量元素についてはサプリメントでの補
給が必要になる。
　栽培種の選定においては三大栄養素（炭水化物、タ
ンパク質、脂質）を効率良く得られることに着眼し
た。イネを選んだのは日本的遺伝資源であることを考
慮した結果である。各都道府県に農業研究センターが
あり、これまで日本人の主食として全国的に品種改良
に力を注いできた長い歴史と遺伝資源が利用できる。
これまでの品種改良の方針としては気候など外的環
境の要因が大きい。例えば台風でも倒れにくい、病害
虫に強い、収量、味などによる育種が進められてきた
が、宇宙での栽培を考慮するとこの要因が大きく変更
される。例えば月面で優先される性質として、これま
でに選定されてこなかった性質を持つ品種に優位性
が見いだされる可能性がある。

4-3　月面農場における実現性を増加させる要素
　月面では農作業の自動化を基本とする。完全自動
化が理想であるが、宇宙飛行士の手作業も完全には
なくならないであろう。自動化が進んだ場合、栽培様
式の変更による栽培効率の向上が期待できる。一例
として地上では効率の面から収穫時期に全収穫する
ことが多いが、イモ類については規定の大きさに達
したものから個別に収穫することによって単一株か
らの継続的な収穫を増やすことなどが考えられる。
また、トマト、イチゴ、キュウリについては連続栽培
が有効であると考えられる。これを可能にする栽培
棚、無人化を前提とした機械の導入が容易な施設設
計が考えられる。

5. 月面農場技術に期待されること
　これまでの宇宙から地上へのイノベーションの例
として LED と多段式養液栽培がある。LED は米国航
空宇宙局（NASA）が省電力に着目し、宇宙での利用
を進めたことから地上での植物工場で有効な技術と

図表 6　候補作物
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して広がった4）。多段式養液栽培についても限られた
栽培面積でいかに収量を上げるかを宇宙用に追求し
た結果により、植物工場内での栽培様式として普及し
た。月面農場のようにリソースが限られた場面を想定
した技術検討は、農業の社会的需要を先取りしている
とも言える。宇宙という面積、電力、労働時間などリ
ソースの制約がある場面で生かせる技術は、栽培設
備、水、肥料などについても制約がある地上の環境で
の装置開発の要求を満足するものと重なる。このよう
に制約のある状況における課題を実現する技術が、地
上の社会課題の解決に及ぼす影響は大きいと期待さ
れる。現状の地球環境にとらわれず、極限環境での食
料生産や資源・労働力制約の克服等を想定している。
　例として、水のリサイクルや節水技術が挙げられ
る。日本は水資源が豊富であるためにふだんは意識さ
れないが、水が貴重な砂漠地域、海水を淡水化して灌
漑（かんがい）農法をしているイスラエルなどの地域
や、欧州各国では水は貴重な資源であり、リサイクル
の要求は高い。

6. 今後の活動予定
　低重力での植物生理についても留意する必要があ
る。また装置の動作について月での重力は地球の
1/6、火星は 1/3 であることを前提に、低重力が栽培

システムに与える影響5）を部分的であっても ISS で
検証しておく必要がある。また米国6）や欧州7）、ロシ
ア、中国の最新動向も把握しておく必要がある。
　本ワーキンググループの活動の結果、民間企業の宇
宙開発への参入が加速し、宇宙を目指した技術が地上
の農業分野においても生かされることを期待してい
る。この活動が、近未来農業、省リソース農業のアイ
デア創出につながっていくと考えられる。特に少子高
齢が進む日本での食料の安定確保に資する要素技術
のシステム化、農業人口減少に対応する新ビジネス、
エネルギー・水・物資再生設備システムの実現など
社会、特に産業にインパクトを与える成果を目指して
いる。
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